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原子力政策における正当性の境界
―政治的象徴としての「平和利用」―
Constructing Policy Legitimacy On Nuclear Power: 
The Symbolic Politics Of “Peaceful Uses Of The Atom” In Japan
烏　谷　昌　幸
Masayuki Karasudani
Abstract
 This article examines the process of constructing policy legitimacy on nuclear power 
in postwar Japan, with the objective of identifying new sociological implications for journalism studies. 
Since an early stage -- particularly in the 1950s and 1960s -- the concept of “Peaceful Uses of The Atom” 
has frequently been used as an influential political symbol to legitimatize the policy of promoting non-
military use of nuclear power. Before the debate over nuclear power safety emerged in the 1970s, while 
the majority of Japanese people had strongly opposed the concept of “Atoms for War” in light of the fact 
that Japan was the first nation in the world to be bombed with atomic weapons, they earnestly supported 
the idea of “Atoms for Peace”. That is why politicians, scientists and journalists had disputed over where 
to draw the line between peaceful and military uses, which constitutes the political spectrum over nuclear 
policy.
 There are three findings in this article. First, politicians, scientists and journalists had 
conflicting perspectives about the definition of “peaceful uses.” On this, it is necessary to analyze where 
they draw the line. Second, negative labeling such as “nuclear allergy” and “pro-nuke agitator” often 
reflected the perception gap between those who attempted to broaden the definition of “peaceful uses” 
as much as possible and those who strongly opposed that broadened interpretation. Third, the process of 
constructing policy legitimacy on nuclear power depended not only upon the debate over “peaceful uses” 
as a legitimate symbol, but also upon recognition of the USSR as “friend /enemy.” The majority of strong 
proponents of nuclear energy development were also anticommunists and often condemned the fact that 
progressive intellectuals had avoided criticizing USSR’s nuclear tests.
 In conclusion, the article argues that it is important for journalism studies to develop a 
theory to analyze how journalists define what is a legitimate policy scope. 
Keywords: Journalism, Policy Legitimacy, Peaceful Uses Of The Atom, Border, Articulation
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要　旨
　本研究の目的は、原子力政策をめぐる正当性の境界について分析と理論的考察を加え、ジャーナリズム研
究の一助とすることにある。日本の原子力開発政策の初期段階、1950 年代から 60 年代にかけては、「平和利用」
という概念が原子力政策を正当化する象徴として積極的に活用された。被爆国であった日本では「軍事利用」
が絶対悪とみなされた一方で、「平和利用」政策が国民に好意的に受入れられた。そのため、どこからどこま
でが「平和利用」の範囲と認定されるかが政策の正当性を決定する上で大きな問題となったのである。
　分析の成果は大きく分けて 3 つある。第一は、原発導入に関して積極論、慎重論、反対論が「平和利用」
の概念の広がりに関して異なる認識をもっていたことを明らかにしたことである。その上でそれぞれの線引
きの思想的根拠がいかなるものであったかを説明した。第二は、「核アレルギー」や「核武装論者」などの政
治的レッテルが、正当性の境界に対する異なった認識の落差から生まれてくるものであることを明らかにし
た。第三は、原子力政策の正当性が軍事利用か平和利用かという軸だけではなく、親米か親ソかという政治
的イデオロギーに関わる軸によっても大きく左右されていたことを指摘した。
　以上の分析を踏まえ、結論としては、ジャーナリズムの言論を分析していくうえで、正当性の線引きをど
れだけ明快に行っているかが非常に興味深い論点であることを指摘した。
キーワード： ジャーナリズム　政策の正当性　原子力の平和利用　境界線　分節化
第 1節　問題の所在
　本研究の目的は、原子力政策をめぐる正当性の
境界について分析と理論的考察を加え、ジャーナ
リズム研究の一助とすることにある。この小論で
は 1950 年代から 60 年代を中心に、「平和利用
3 3 3 3
」
という概念の外延が原子力政策の正当性の領域と
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
一致
3 3
していた時期を研究の対象とする。
　研究テーマとしての「原子力平和利用とメ
ディア」は冷戦崩壊後に大きな注目を集めるよ
うになっていった。それ以前にも Hilgartner ら
（1983）や、Weart（1988）など政治コミュニ
ケーション研究や核のイメージ史の重要な業績が
存在したことは確かである。しかし冷戦崩壊後一
次資料の公開が世界中で進んだことによって冷戦
史研究が世界的に大きな進展をみせたこと、また
特に日本では柴田秀利の証言によって原子力が冷
戦期心理戦の道具として利用されたことが広く知
られるようになるなど、いくつかの重要な要因が
重なりながらノンフィクション作品、テレビド
キュメンタリー、メディア史それぞれの分野にお
ける力作が相次いで登場することになった（佐
野 1994、NHK 総 合 1994、 井 川 2002、 武 田
2006、Osgood 2006、有馬 2008、土屋 2009）。
　福島原発事故後、メディア史の研究者たちが優
れた研究成果を立て続けに生み出してきているの
も（山本 2011、土屋・吉見 2012、吉見 2012、加藤・
井川編 2013）、こうした研究の流れが原発事故に
先んじて存在していたからであろう。本研究はこ
れらの研究成果を踏まえながら、正当性の境界を
めぐる理論と分析を推し進めようとするものであ
る。
　ただし紙幅も限られているので、原子力平和利
用博覧会など既存研究が詳しく議論してきたメ
ディア・イベントに関する論及は一切省略する。
本稿で改めて考えてみたいのは、「平和利用」と
は一体何だったのかという問題である。平和利用
という場合、一般的には工業、農業、医療などの
分野で原子力研究の成果を応用することを指す言
葉と説明できる。だが、より重要なのは「軍事利
用」の反対語として、原子力政策の正当性を象徴
する言葉として用いられてきたという点である。
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両者を簡単に切り離して考えることは不可能であ
り、実際に、上記の一連の先行研究においても「平
和利用」の問題系と「軍事利用」の問題系をどの
ようにして関連付けて把握することができるかと
いう点に各論者の力量が示されている。
　本研究は、平和利用と軍事利用を別々の問題と
して取り扱うのではなく、それぞれの領域にまた
がる原子力政策における一続きのスペクトラムを
想定した時に、一体どこからどこまでが「平和利
用」として考えられてきたのかという点を検証し
てみたい。それは同時に、原発導入期において、
原子力政策の正当な領域がいかに確立されていっ
たかを考えることを意味している。そして、その
後原子力政策における正当性の領域と「平和利用」
の概念的外延の一致がいかにして崩壊していくこ
とになったのか、また「安全性」の概念を中心と
して原子力政策の正当性の領域がどのような形で
再編成され、それが福島原発事故後にどのように
再定義されていくことになったのかというこの小
論の中だけで扱い切れない大きな問題へと繋がっ
ていく。
　どこからどこまでが「平和利用」なのか？とい
う境界問題の重要性を知る上で注目しておきたい
のは、「原子力基本法」（1955 年）の制定に中心
的に関わった中曽根康弘（日本民主党・当時）に
よる次の証言である 1）。
　基本法をつくるとき問題になったのは、ど
こまでが平和利用であるかということでし
た。言い換えれば軍事利用とは何かというこ
とで、それで、たとえば原子力が普遍化して
輸送船に一般的に使われるようになった場合
は軍事用の潜水艦に使ってもいいという解
釈を残しておいたわけです（中曽根 1996：
171）。
　基本法の策定に当たった政治家がなぜこのよう
な問題に頭を悩ませることになったのかは立ち止
まって考える価値がある。「平和利用」が「軍事
利用」の反対語である以上、当然のことながら、「軍
事利用」の定義の仕方によって「平和利用」の意
味内容が変わってくることになる。また「軍事利
用」そのものをどのように評価するかによって、
軍事利用と平和利用の境界領域が持つ問題の重み
も大きく変わってしまう。
　例えばもし軍事利用と平和利用がともに正当な
政策として社会的に認知されている国であれば、
両者の境界について神経質に議論する理由はあま
りないだろう。しかし軍事利用を絶対悪とみなし
ながら、平和利用に積極的に邁進しようとする国
であれば、正当性の領域は「平和利用」の範囲に
厳しく限定されることになるので、どこからどこ
までが「平和利用」なのかという問題が特別な重
みを持つことになるのである。この意味において
戦後の日本社会は原子力政策の正当性の境界が
もっとも深刻に問われた場所であったということ
ができる。
　本研究においては、正当性の境界問題に取り組
むにあたっていくつかの理論的前提を踏まえてい
るが、その説明に立ち入ることは避けたい 2）。た
だ 1 点だけ最初に断っておきたいのは、本研究の
問題意識は虚偽意識論的な発想を相対比しようと
するところに成り立つということである。例えば
研究者の信念と喰い違うからといって、核武装論
者や極端な原発推進論者の思想を「虚偽意識」で
あるかのように
3 3 3 3 3 3 3
扱うところに正当性の研究は成り
立たない。
　留意すべきは、ただ何が正しく何が間違ってい
るかをめぐって異なる判断基準が存在していると
いうことだけであり、自分と異なる「リアリティ」
を抱いて生きる人間がそこにいるという動かし難
い事実の重みである。他者の「リアリティ」に接
近し、そこにどのような正当性の線引き基準が存
在するのかを丁寧に記述していく決意を持つ者だ
けが正当性の境界に関わる学術研究を遂行するこ
とができる。それはあたかも文化人類学者が未開
の地に分け入り、「野蛮人」というレッテルを貼
ることなくその土地の風習が本人たちにとって持
つ意味を丁寧に読み解いていこうとする試みに似
ている 3）。本研究はその意味において、反核平和
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主義者と核武装論者、原発推進論者と反対論者の
言説を分析対象として等価なものとして扱うよう
に目指したものである。
第 2節　境界線を支える思想
1．平和のための原子力
　正当性の境界問題が日本の原子力政策で切実な
問題として浮上したのは、米国のアイゼンハワー
政権による「平和のための原子力」政策が打ち出
されて以降である。これ以降「平和利用」は、米
ソ冷戦の競争的領域へと変貌を遂げ、国益をめぐ
る熾烈な闘争的舞台となっていった。世界各国の
政治、経済エリートにとってみれば、原子力「平
和利用」は、国家が国益を最大化するために決死
の覚悟で取組まねばならない重大な政策として認
知されるようになったのである。
　周知の通り、1953 年 12 月 8 日の国連演説で、
アイゼンハワー大統領は核兵器の破壊力が飛躍的
に上昇し、米ソ二大国が核保有国として対峙する
状況が生まれたことで国際社会を極度の緊張と不
安が覆い尽くしている事態に懸念を表明した。そ
してその状況を打破するために、核軍縮が必要で
あることを訴え、具体的な方法として核物質の利
用を全て国際原子力機関のもとで平和目的の事業
に置き換えていくことを提案した。この提案がも
し本当に実行されたならば、平和利用が進めば進
むほど軍事利用のための核物質が減っていくこと
になる。そのため平和利用を進めて各国の産業を
発展させ人々を豊かにしようとする営みが、その
まま同時に核軍縮を進めることにもなるという夢
のようなシナリオがここから引き出されることに
なった。
　しかしこのような筋立てを当時真に受けた人間
は少なかったであろう。アイゼンハワーの演説か
ら 3 ヶ月後にビキニ環礁で大規模な核実験が実施
されて日本の漁船第五福竜丸の乗組員たちが被災
した事件は日本中に大きな衝撃を与え、国民規模
の反核運動を出現させた。ところがその後も米ソ
の核開発の手は一向に緩むことがなく、核実験が
たびたび繰り返され、死の灰が日本中に降り注ぎ、
「放射能雨」「放射能雪」が日常的な話題になって
いった。「平和利用」が核軍縮の方法などではなく、
単に原子力政策をめぐる競争的領域が軍事面だけ
でとどまらず民事領域にも拡大してきただけに過
ぎないことは誰の眼にも明らかであった。理想的
なシナリオを語る背後で、米国が原子力発電分野
でイギリスに遅れを取り、さらにはソ連も原子力
発電の開発を着々と進めているのをみて、原子力
「平和利用」分野の世界的な事業展開において巻
き返しを図ろうと目論んでいるのではないかと多
くの人が考えたのである。
　米国は国際機関を中心とした夢のような核軍縮
案を提示する傍らで、現実的な二国間ベースの技
術援助、核物質、原子炉の供給を同盟諸国に行う
ことも提案した。人びとはこの具体的な提案に接
して米国が本気で「平和利用」分野の戦いに参戦
したと実感したのである。また米国の本気さは国
内の原子力法を改正し、民間事業者がより自由に
原子力事業に参入できる制度的環境を整え始めた
ことからも人々によく伝わった。法改正によって
国内の原子力熱が少しずつ高まり始めた頃の米国
社会を訪れた日本の政界、財界関係者が帰国後に
原子力平和利用の積極論を展開していることは偶
然ではない。
2．反対論、慎重論、積極論の境界線
　日本の原子力開発が唐突な原子炉予算の出現
から始まったことはよく知られている。1954 年
3 月、中曽根康弘、斉藤憲三、川崎秀二、稲葉修
ら当時の改進党若手議員たちが突如国会の終盤に
予算修正案として 2 億 6000 万の原子力関連予算
案（原子炉建造費 2 億 3500 万、ウラニウム資源
調査費 1500 万、原子力関係資料購入費 1000 万）
を提出し、可決させた。以下に触れるように日本
学術会議の場で科学者たちが 2 年ちかく議論を繰
り返していることを政治家たちもよく承知してい
たが、議論が立ち往生しているのに業を煮やし、
強引に政治主導で突破がはかられたのであった。
　突如出現した原子炉予算は、自分たちこそ原子
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力開発を先導する立場にあると自認していた科学
者たちから大きな反感を生んだ。しかしここから
企業の原子力熱が高まり、自治体が関連施設の誘
致に動き、それらの動きを慌しく新聞記者たちが
追いかけるようになった。原子力平和利用ブーム
がにわかに沸き起こっていったのである。
　1950 年代の原子力問題をめぐる正当性の境界
線について、分析結果をまとめたものが図 1 であ
る。これらのいずれの境界線においても、正当と
逸脱の線引きが行われている。それぞれの線より
も上が正当な領域で、下側が逸脱的領域と考えら
れている。
　例えば「反対論」は、原子核研究までが正当で、
原子力研究や原子力発電の開発は逸脱的であると
考える立場である。これとは正反対の一番下の境
界線を越えたところにある「岸発言」は、日本で
も憲法解釈によっては核兵器を保有する余地が十
分にあるという考え方を打ち出したものであり、
核武装の判断も政策的に正当であるという立場で
ある。
　以下、それぞれの異なる境界線が生み出された
基本的な背景について触れた上で、それぞれの境
界線を支える基本的な論理がいかなるものである
かについて簡潔に検討してみたい。
3．被爆者の反対論
　まずは反対論からみていこう。反対論は、端的
にいって、「平和利用」など不可能である
3 3 3 3 3 3
という
立場だ。平和利用と称しても、どこでどう軍事利
用に巻き込まれるかは分からない。米ソ冷戦が緊
張感を増し、核開発が冷戦の中心的対立の領域で
ある以上、純粋な平和利用研究が存在する余地な
どあり得ないという考え方である。この立場を代
表する見解として非常に有名なのが広島大学の物
理学教授である三村剛昴による演説である。
　三村の演説は 1952 年 10 月の日本学術会議の
場で行われた。この会議では、占領下で禁止され
ていた原子力研究が日本の独立後解禁されること
を受けて、いち早く研究に取り組もうと動いた伏
見康治（大阪大学）と茅誠司（東京大学）が政
府に原子力検討委員会を置くという提案を行っ
た。伏見によれば彼ら提案者は四面楚歌のよう
な状況に置かれた。その中で彼らの提案にとどめ
を刺したのが三村の大演説だったのである（伏見 
1989：225）。
　広島で被爆した経験を持つ三村は、原爆の被害
がいかに悲惨なものであるかを切々と語った。当
時話題になった『アサヒグラフ』の原爆被害特集
号（1952 年 8 月 6 日号）を引き合いに出しつつ、
原爆の地獄は写真などで分かるものではないと強
調した。そして次のように原子力研究に反対した
のである。
　…伏見会員は、発電、発電というけれども、
発電ができるほどウラニウムを集めたら、一
夜にして原爆ができるでしょう。文部省の研
究費ぐらいで細々と研究しているあいだは安
心だが、特別大がかりにやるのは、どう考え
ても危険だ。ソ連とアメリカが対立している
現状では、日本がいつ戦争に巻き込まれない
とも限らない。原爆を作れ、ということになっ
たとき、科学者や技術者は政府の命令に抵抗
できると思いますか。伏見会員のいう原子力
検討委員会は悪夢への第一歩です。ソ米間の
緊張がとけるまで、原子力の研究は絶対にや
るべきではありません（木村 1982：47）。
図 1　正当な政策の境界線
 
原子核研究                         
                   反対論          
原子力研究 原子力発電       
                       慎重論 
米国の濃縮ウラン供給 
                        積極論 
原潜、原子力空母の寄港      
                    佐藤首相の核アレルギー論  
原潜（核装備あり）の寄港       
在日米軍基地への核配備 
                   鳩山発言 
憲法解釈による「自衛のための核兵器」 岸発言 
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　三村はさらに自らが原爆の被害にあって病床に
いるあいだ、アメリカへの復讐の方法を考え続け、
その結果原爆の凄惨な被害を世の中に伝える反核
運動に関わることを決意し、その運動の皮切りに
いま原子力研究への反対の狼煙を上げていること
を語っている 4）。つまり被曝者の立場に立った原
子力研究反対論であった。
　ただしいくつか注意すべき点がある。ひとつは
被曝者だから原子力研究に反対するという必然的
理由は必ずしもないということ。事実被曝国の日
本であればこそ、他のどの国よりも原子力研究を
平和目的で行う意義があるという被爆者ナショナ
リズムに基づく原子力開発肯定論も当時しばしば
語られたことはよく知られている。
　いまひとつ、三村も「平和利用」そのものは善
くないことだとは言っていない。あくまでも「平
和利用」のつもりでやろうとしても、冷戦が深刻
化する現状においてそれは不可能だ
3 3 3 3
と主張してい
るだけである。つまり、被爆者の論理に立つ強烈
な反対論においても、「平和利用」は正当性の領
域を示す象徴的な政治言語であることにはかわり
がないのである。
4．慎重論における「公開性」の思想
　これに対して、慎重論は平和利用があくまでも
可能だという立場に立つ。考えるべきは、平和利
用のために研究を行う科学者、技術者たちが、望
まない形で軍事利用に巻き込まれないようにいか
にして防御壁を築くことができるかという問題で
ある。そのために明確な原理、原則を打ち立てて、
この原則を徹底する方法が選ばれた。それが平和
利用のための「公開、自主、民主」の三原則である。
　三原則をつくったのは誰かという点については
色々な説があるようだが、ここでは三原則が突如
国会に提出された原子炉予算に驚いた科学者たち
が、政治主導で慌しく始まった原子力開発に対し
て危機意識を強めて急遽意思の統一をはかった結
果の産物であると理解しておけば十分である。直
接的な経緯としては、原子炉予算の登場に驚いた
伏見康治が直ちに「原子力憲章草案」を書き上げ、
この中に盛り込まれた項目から学術会議で共有で
きそうなものを三つ取り出したのが、「公開、自主、
民主」の三原則であった（伏見 1989：228-38）。
　このなかで当時もっとも科学者たちによって強
調されたのが、公開の原則である。この原則が特
に重視されたのは、軍事利用に巻き込まれること
を防ぐためには、常に全てをオープンにしていく
方法がもっとも有効な防御手段であると考えられ
たからである。
　公開の原則をいち早く唱え、その重要性を訴え
続けたのが武谷三男である。戦前日本の核兵器
開発プロジェクトに動員された経歴を持つ武谷
は、戦後「科学と政治」の問題について批判的
な立場から積極的な発言を続けた。批判的な科学
思想家として活躍した武谷の思想的土台には一種
の小国主義の立場があったといってよい。公開の
原則には、彼特有の小国主義的思想から「大国の
論理」を相対化しようとする意図があった（武谷 
1976：9）。
　武谷によると、核兵器を国家安全保障にとって
決定的に重要な究極兵器とみなし、その開発に関
わる情報、技術、資源を独占的、排他的に所有
しようとする「大国の論理」こそが国際社会に恐
怖と不安を振り撒いてきた（武谷 1968、1976）。
例えば、米国が唯一の核保有国の地位を保ってい
る間は、核の威力を背景にした「恫喝外交」が人々
の懸念を生んだし、ソ連が核兵器の開発に邁進し
ていることが知られるようになると、ソ連の核開
発が成功する前に先手を打って攻撃をしようとい
う「予防戦争」の論理が登場した（武谷 1955：
110）。また実際にソ連が原爆の開発に成功した
際には、機密情報をソ連側に提供したとしてロー
ゼンバーグ夫妻が処刑された（同 168）。
　こうした物騒な、あるいは陰惨な核のエピソー
ドを国際社会の中に次々と生み出していく「大国
の論理」を相対化するためには、すべて隠しごと
をなくし、何でもおおらかに議論できるような雰
囲気を原子力研究の分野で根付かせていくことが
必要であると武谷は考えた。現在にも通ずる非常
に重要な問題提起であったといえる。
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　興味深いのは、これが単なる根拠の無い理想論
ではなく、具体的なモデルを踏まえての主張で
あったことだ。武谷は折に触れて、オランダと
共同研究を行ったノルウェーの事例を引き合い
に出しながらこの試みを熱心に紹介しようとして
いる。曰く、ノルウェーのキエラーにジープとい
う名の重水原子炉がつくられ研究が進められてい
る。そこでは特別な機密を設けず、諸外国の優秀
な研究者を集めて開放的な議論のもとに順調に研
究を進めている。責任者のランダースは、「一時
的には得られたものを秘密にするのが有利である
と考えられようが、長い目で見ればお互いに知識
を分け合った方が有利である」と語っており、こ
れぞまさにわれわれが見習うべき精神であると
（武谷 1955：82）。
　秘密なく、自由闊達にものをいい合える雰囲気
を大切にし、国境を越えた人間同士の相互協力を
大切にする。武谷が理想とした科学のあり方は、
同時にあるべき国のかたち、理想とする小国主義
的な国家像の上に立脚したものであった。だがこ
のような国家像をもとにした慎重論は結局のとこ
ろ日本社会で多数意見を形成することができず置
き去りにされていった。原子力開発の体制が固ま
る 1955 年は、左右社会党の統一を契機に保守合
同が実現し、いわゆる 55 年体制ができあがった
年であり、加藤哲郎はこの政治的ダイナミズムと
関連付けることではじめて原子力政策が「超党派」
の国家的事業として成り立ちえた謎が理解できる
ことを興味深く論じている（加藤 2013）。原子力
政策をめぐる論争において、小国主義的な立場が
置き去りにされていったという事実は、55 年体
制を支えた国家観について考える上でもしっかり
と踏まえておくべき点である。
5．積極論における国力回復への使命感
　原子力の平和利用は可能であり、なおかつでき
るだけ急いで開発に取り掛かる必要があると考え
た立場を積極論と呼ぶとするなら、結局この積極
論が日本の原子力開発体制をつくりあげたといっ
てよい。この積極論の立場を構成したのが、政界、
産業界、官界そして言論界の人々であった。
　この立場を牽引した人々にはいくつかの共通点
がみられた。ひとつには敗戦国日本の国力を回復
することに使命感を見出す人々が多かったという
ことである。資源小国でありながら科学技術の力
で大きく劣っていたがゆえに戦争に敗れた日本の
国力を回復する上で、原子力の開発は極めて重大
な問題として意識されていた。いまひとつ、国力
回復のためには、あまり悠長に構えていることは
できず、世界の大勢から遅れを取ってはならぬと
いう意識、「追いつけ、追い越せ」という意識が
強烈に持たれていたということである。ここから
原子力研究に対する科学者たちの慎重論に業を煮
やし、三原則の厳格適用を白眼視する態度が生ま
れてくることになる。
　以上の二つの特徴について、ここでは言論界で
積極論の立場をもっとも鮮明に打ち出した読売新
聞の記事を中心に取り上げてみたい。周知の通り、
1950 年代の原発報道において読売新聞の存在感
は極めて大きい。アイゼンハワー大統領の国連演
説に素早く反応し、他紙に先駆けて大型連載「つ
いに太陽をとらえた！」を 1954 年の 1 月に掲載、
その 2 ヵ月後には同連載を手がけた記者たちの働
きによって第五福竜丸事件の世界的スクープをも
のにした。第五福竜丸事件は日本全国に国民的規
模の原水禁運動を引き起こし、その大きな反核運
動の潮流の中で、書籍化された同連載はベストセ
ラーとなった。社長の正力松太郎にいたっては、
海外から原子力平和利用使節団を招き入れ、米国
USIS と共催して原子力平和利用博覧会を実施す
るなど言論界の原子力平和利用キャンペーンを先
導するだけでなく、ついには政界に進出して原子
力委員会の初代委員長を務めて「原子力の父」と
呼ばれるまでに至った。連載を担当した辻本芳雄
（当時・社会部次長）は、「原子力問題なら読売だ」
という空気がこの頃の社内には漲っていたと後日
述べている（辻本 1955：71）。
　さて、その連載記事「ついに太陽をとらえた！」
には、次のような印象的なくだりがある。
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　ひょっとすると身辺のナベやカマをちょっ
とひねりつぶしただけでドッと原子力が出て
くるかも知れないという夢のような希望は捨
てるべきではない。それを見つけ出した民族
が、この人類史をどんでん返しさせるのであ
る。日本人が小国の運命にあきあきしている
ならそういう方式の戦いをいどむべきであろ
う。これからはただ頭の競争だ（1954 年 2
月 9 日）。
　この時期の読売の原子力関連の記事は総じてこ
のように威勢がよい。いたって明快に国家が目指
すべき道を断定して迷いがない。敗戦国日本は、
「貧乏国家」の憂いをかこってきたが、一刻も早
く「民族的自信」を取り戻さなければならない、
そのためには科学技術の発展に力を注ぎ、国力を
高めていくべきである。そして「小国の運命」か
ら抜け出して「一等国」への仲間入りを実現する
ためには、「頭の競争」に勝たなければならない。
　このような一等国願望は戦後日本の高度成長の
大きな原動力となったものであるが、同時に原子
力政策においてはしばしば慎重論を切り捨てる力
としても作用してきた。読売新聞の社説では、科
学者の慎重論を「神経質に騒ぎすぎる」と折に触
れて手厳しく批判したが、その際常に科学者たち
の言動に見え隠れする小国主義への志向性が嫌悪
され、唾棄された。
　例えば原子炉予算が突如登場して科学者たちが
激しく抗議をしたときに、これを「いかにも感傷
的な小国民心理」（1954 年 3 月 13 日）と切って
捨てた。被爆者の立場に立って原子力研究反対論
を訴えた三村剛昴はマンハッタン・プロジェクト
もほんのわずかな旅費から始まったというエピ
ソードを紹介して原子炉予算に警戒を呼びかけた
が、読売社説はたかが 2 億円の「呼び水程度」の
金額をつかまえて大騒ぎする「インテリ理論」と
呆れ果ててみせたのである（同日）。
　その後も読売社説は日米原子力研究協力協定を
めぐる論争などを経て、原子力基本法が制定され
るまでのあいだ、「進歩的小児病者」（1955 年 3
月 24 日）「小児病的にゆがんだ所論」（同年 4 月
18 日）「三原則と心中する感傷」（同年 12 月 23 日）
などという表現で科学者たちの意見にきつい表現
で釘を刺し続けた。
　毎回のように説かれたのは、これ以上他国から
遅れることは許されないという論理であった。敗
戦後 GHQ の占領下で原子力研究を禁止されてい
た日本はただでさえ他の国から遅れた位置にいる
のだから、「慎重」であることにばかりこだわり
過ぎると、さらにより一層遅れをとることになっ
てしまう。この場合単に西欧諸国から遅れるとい
うだけではなく、アジアの中でも遅れをとること
がより懸念されるべき問題として語られた。日本
はアジアにおける原子力センターとならなければ
ならない、インドや中国に先を越されるわけには
いかないという懸念が表明された。
　こうした積極論の主張に対しては慎重論から有
力な反論が提起されているが、ここでは割愛して
次の論点に移ることにしよう。
第 3節　正当性の境界をめぐる攻防
1．道義的正当性と合法的正当性
　正当性の境界は、政策をつくる政治家にとって
自分たちの行動を規制するラインでもあるので、
できるだけその外延を広げたいと考えるのが本音
である。つまり自分たちが世論の制裁を受けるこ
となく自由に動きまわることのできる領域はでき
るだけ広いほうがよいのであって、正当性の境界
を可能な限り拡大しようとする試みは政治の営み
にとって不可欠なものである。
　平和利用の領域と同様、軍事利用の領域におい
ても、日本の原子力政策は最初からその正当性の
境界がはっきりと確定していたわけではない。政
治家の側の正当性領域の拡大的意図に対して、野
党勢力、報道機関の監視が抑制力となって境界線
を押し戻す争いが続いてきた。これらの経緯をま
とめるなら、軍事利用の領域においては、日本の
核武装、在日米軍基地への核配備、米原潜の寄港、
米英ソなど核保有国の核実験への対応などが境界
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線をめぐる事例として問題化してきたことが分か
る。
　ここでは平和利用の実効的境界線を引くことに
積極的に参加した読売新聞の記事を中心に、いく
つかの主だった事例を取り上げてみたい。軍事利
用の領域においても読売は明快な立場に立って歯
切れよい主張を展開している。
　まず在日米軍基地への核配備を認めるか否か
という問題が早くも 1955 年 3 月に浮上してく
る。これは太田昌克によるとアイゼンハワー政権
の「大量報復戦略」に伴って、西側同盟国に核兵
器を配備していく世界的な戦略が動き始めたこと
で浮上してきたものであった（太田 2011：48）。
当時は西ドイツへの核配備が実行に移され、国防
総省は当然のように極東地域への核配備も望んだ
のであった（同 48）。この米側の意向を汲むよう
にして鳩山一郎首相は「原爆貯蔵」を容認する発
言を行った。1955 年の 3 月 14 日付の読売新聞
夕刊は、外国人記者団と会見を行った鳩山首相が
「原爆貯蔵容認せん」と語ったことを大見出しに
掲げ、首相が次のように語ったことを紹介してい
る。
　アメリカが日本に原子爆弾を貯蔵するとい
う問題があるが現在は力による平和の維持と
いうことが必要な状況であるから認めざるを
えないと思う。
　2 日後の 3 月 16 日付の社説紙面で読売新聞は
これに対して次のように釘を刺した。曰く、極東
において台湾情勢が緊迫化する状況において、ダ
レス長官は中国が台湾を攻撃するようなことがあ
れば全面的な報復を実行し、その際「新精密兵器」
を導入することを明言した。おそらくは最新の核
兵器を想定した発言であり、もし本当に米国が中
国に核兵器を使用するようなことがあれば、ソ連
も報復に出るであろう。そうなったとき、700 箇
所以上の米軍基地を抱える日本が戦争圏外に立て
ることなどあり得ない。日本が原爆基地化してい
る場合、真っ先に核攻撃の対象となることが予想
される。現在の核戦争は人類の存亡そのものが問
われる水準に達しており、もはや勝者も敗者も存
在しない戦争となってしまう。普通の飛行場でも
貸すような軽い気持ちで原爆基地を提供するのは
大きな誤りである。
　しかし結局この時米国・国防総省は核配備を断
念せざるを得なかった。駐日大使のジョン ･ アリ
ソンの強い進言もあって、国務省が核配備計画に
冷淡な対応を取ったため、結局、核兵器の中核部
分である「核コンポーネント」と「非核コンポー
ネント」のうち、「非核コンポーネント」の部分
だけを持ち込むことになった（同：49）。太田は
これを「幻の核配備構想」と呼んでその断念の経
緯を一次資料をもとに明らかにしているが、これ
によると第五福竜丸事件後に国民規模で増幅した
日本社会の反核感情をみて諦めざるを得なかった
のだという（同 49）。
　憲法は核保有を禁じていないという考え方がは
じめて示されたのも同じ時期であった。鳩山発言
より 1 週間ほど前に記者会見で大村防衛庁長官は
「鳩山内閣は吉田内閣とちがって必要なものはど
んどん持つ、自衛のためなら憲法改正の必要はな
い、原爆攻撃には原爆で応戦できるわけだ」と発
言した（読売新聞 1955 年 3 月 16 日朝刊）。
　さらにその後岸政権に移行してからの国会論
戦においても岸首相が同様のことを述べている。
1957 年 5 月 7 日、参院内閣委員会の答弁におい
て岸首相は「憲法解釈論としては、核兵器という
名のつくもの一切が憲法違反だというのは言い過
ぎだと思う。将来科学兵器の発達に伴い、自衛力
の範囲なら原子力を用いた兵器でも持てる」とい
う発言を行っている（読売新聞 1957 年 5 月 14
日朝刊）。
　憲法解釈論に問題が持ち込まれているという点
は、正当性について考える上でも興味深い。とい
うのも、核武装することに対して道義的な非難は
生じるかもしれないが、しかしこれは合法的であ
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
る
3
といっているからだ。政治的正当性について考
える場合、社会の多数派が支持する道義、モラル
に叶うという意味での正当性と、合法的であると
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いう意味での正当性が一致しないケースが存在す
る（Schmitt 1968 ＝ 1983）。つまり、場合によっ
ては、道義的な正当性が無いと批判されても、合
法的な正当性があるから問題ないのだと核保有へ
と強行突破できる余地を残そうと試みているので
ある。
　だが、もちろん道義的正当性を軽んじてもよい
というわけではない。世論の怒りをかう場合、現
代の民主政治では選挙で報復を受けることになる
ので、世論の多数派が強く反対することに敢えて
挑戦する困難はしばしば避けられる。安保問題で
強行な選択を取った岸政権も核保有の問題につい
ては、慎重姿勢を保った。憲法解釈論の次元で含
みを持たせながらも、実際の政策においては核保
有を行うことも「原子力部隊」が日本に駐留する
こともないと明言したのである。
　当時の読売社説は、核兵器を持たず、原子力部
隊の駐留も許さないという実際の政策上の変化が
無いにも関わらず、得意げな法律書生のように憲
法解釈を持ち出して内外に大きな政策変更があっ
たかのような印象をもたせるのは外交上の政治感
覚を欠いたものだと批判している（1957 年 5 月
14 日）。社説は被爆国である日本が核について発
言する場合、その影響力は決して小さくないのだ
から、もっと注意深く行動しろと苦言を呈してい
る。だが、これは正当性の境界という観点からみ
ると鳩山、岸政権が正当性の境界を拡張させよう
とした試みであったと評価できるのであり、無駄
な一手を打って得意げになっていたというもので
はない。道義的正当性の水準において絶対悪とし
て否定される核保有論であっても、合法的正当性
の水準に議論を持ち込めば十分勝負できると見込
んだ上での一手と考えるべきである。
2．核アレルギー論争にみるグレーゾーンの攻防
　1960 年代中盤から後半にかけて佐藤政権下に
おいて生じた核アレルギー論争は、正当性の境界
をめぐる大規模な争いであった。これまで「核ア
レルギー」は日本の国民性を示す言葉として理解
されてきた側面もあるが、より一般的には核兵器
や放射能に対する「過剰反応」を意味する言葉と
して理解するのが望ましい。
　大事な点は「過剰反応」の定義が常に相対的な
ものでしかあり得ないという事実である。問題は
常に誰が誰の反応を指して「過剰」と定義してい
るかという点にある。そして本研究の観点に沿っ
て考える場合、原子力政策の正当性の境界線がよ
り緩やかな立場から、より厳格な立場をみるとき
に生じてくる「過剰反応」の定義と理解するとき、
これがもっとも適切な理解であると考えられるの
である。
　つまり「核アレルギー」とは実体的な国民感情
の特質というものではなく、常に相対的な意味づ
けの政治を通して出現してくる政治的言語なので
ある。このことは第五福竜丸事件の直後に米政府
3 3 3
高官が日本人全員を指して
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
「原子力アレルギー」
と表現した事例 5）と、60 年代後半の核アレルギー
論争においては日本国内の保守勢力が革新勢力に
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
「核アレルギー」というレッテルを貼ろうとした
事例とを並べればよく分かる。
　佐藤政権は公然と「核アレルギーからの脱却」
を掲げた。背景にあったのは沖縄返還問題である。
佐藤政権のもとで最大の政治目標として掲げられ
た沖縄返還に絡んで、沖縄に大量に配備された核
兵器の処遇をどうするかが一大争点となったので
ある。1960 年代には最大 1200 発を越える核兵
器が沖縄に配備されていたという（太田 2011：
62）。米国側が核兵器配備の継続的措置を望んだ
ことから、佐藤は当初それを受け入れようとした。
そのため日本国民の反核感情を懐柔する必要が生
じた。当時の言葉でいうと、国民を核に慣らす必
要性に迫られ「核ならし」を試みようとしたので
ある。
　論争の直接のきっかけは、1968 年 1 月、長崎
県の佐世保に米原子力空母エンタープライズが寄
港した折に生じた騒動であった。この騒動に前後
して国会質疑や論壇で核アレルギー論争が勃発し
たのである。
　佐藤のいう「核アレルギー」とは一体何なのか、
この点については注意深い検討が必要である。当
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時の国会質疑で佐藤は、非核三原則については
しっかりと守る（核は製造しない、保有もしない、
持ち込みも許さない）ことを強調している。その
上でエンプラがあくまでも核装備をしていない点
に注意を喚起して、このエンプラ騒動が軍事利用
と平和利用の混同から生じたと主張したのであ
る。
　エンタープライズは他の航空母艦と何ら違
わないのでありまして、ただ推進力が原子力
であるというだけであります。したがいまし
て、他の航空母艦等がわが国に入っているの
と、エンタープライズが入っておるのは、原
子力の推進力の相違だけでありまして、その
他の点では同一であります。
　・・・原子力平和利用について、基本法に
御賛成いただいた皆さん方であります。私は
今日も変わらないと思います。ところが、そ
の考え方である皆さん方が、どうも平和利用
と軍事的利用を混同されるような議論をされ
る、この混同だけはひとつはっきりやめてい
ただきたい 6）。
　空母や潜水艦における原子力利用の性格は「軍
事利用」と「平和利用」のグレーゾーンにあると
いってよい。そして冒頭で触れた中曽根の指摘か
ら分かるように、軍事用の潜水艦に動力で原子力
を用いることまで「平和利用」の範囲に収めてし
まうことを基本法作成者が考慮していたことを踏
まえるなら、佐藤首相の原子力基本法解釈は間
違ったものではない。佐藤はこの細かな基本法解
釈の裏付けの上に立って、原子力空母は「平和利
用」に該当するものであり、これを問題視すると
いうのは核であればなんでも大騒ぎしてしまう病
気、つまり「核アレルギー」に相違ないと断じた
のである。これも実は合法的正当性に足場を置き
ながら敵対する道義的正当性の支持者を撃つとい
う構図を隠し持っていたことは興味深い事実であ
る。
　これに対し、「核アレルギー」のレッテルを貼
られた人々は、猛烈に、一斉に反論した。「アレ
ルギー」とは、もともと人体に無害のはずの物質
に対して過剰に反応してしまう身体の働きを指す
言葉である。そのため、核アレルギーという表現
は、あたかも核兵器を害の無い物質であるかのよ
うに思わせる危険性がある。また、核兵器廃絶を
主張する人々をあたかもアレルギー「患者」と見
なして、政治家たちが自らを「医師」の位置に置
くというのはあまりに不遜に過ぎるという辛辣な
批判も示され、強い抵抗が生じたのである。
　当時の政府関係者が「核アレルギー」というき
つい言葉を使い始めたため、そこに隠された意
図や狙いを分析する動きも活発化した。朝日新
聞の岸田純之助は、「核アレルギー」という言葉
が、原潜寄港問題であれ沖縄返還問題であれ、ア
メリカの核戦略の要求に従わない者へのレッテル
として好んで用いられているという分析を行った
（1968 年 2 月 1 日）。
　また、「核ならし」の意図を暴き出そうとする
試みもしばしばみられた。読売新聞による 68 年
の大型連載「アジアの平和と日本」は、原子力空
母「エンタープライズ」の佐世保寄港に対して史
上空前の動員規模（8 万人）で反対運動が生じた
点を踏まえながら、日本に寄港させる理由を問題
にした（1968 年 1 月 17 日）。表向きの理由と掲
げられていた休養、補給、修理が日本に立ち寄る
直前のハワイですでに終わっていること、しかも
ベトナムに派遣されるこの空母がわざわざ遠回り
して日本に立ち寄る必然性の無さなどを指摘しな
がら、この記事はエンタープライズの寄港が「核
アレルギー療法」であったと断じている。原潜寄
港の回数を重ねるごとに、原子力船反対運動の動
員数が減少してきた事実が雄弁に示すように（図
2 参照）、「原潜→原子力空母→ポラリス潜水艦の
寄港→沖縄の核つき返還」というように、なし崩
し的に本土に核が持ち込まれようとしているとい
う踏み込んだ分析が、この記事によって示されて
いる。
　朝日も読売も共に政権の「核アレルギーからの
脱却」に対して強い警戒の目を向けていたことが
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確認できる。核アレルギーという言葉をめぐる論
争は原子力政策の正当性をめぐるグレーゾーンに
おいて、少しでも自分たちの陣地を広げようとす
る与党政治家とそれを監視する野党・報道機関の
戦いであった。
3．分節化と他者理解
　正当性の境界線がどれくらい分節化されている
かという問題は、対話や論争の可能性について考
える上でも重要である。分節化もまた人により、
立場により様々なので、「原子核
3
研究はよいが原
子力
3
研究はダメだ」という科学者の線引き（分節
化）を当時多くの人が意味あるものとみなさな
かったのと同じように、誰かにとって切実な意味
を持つ線引きが他からみてほとんど価値を認めら
れないという現象はしばしば生じる。「他者理解」
の難しさとは、他者にとって重要な正当性の境界
を共有できないところから生じてくるといっても
よい。
　したがって、反核運動家にとっては核兵器肯定
論者の想定する正当性の線引きは許容し難いもの
であるし、逆もまた同じということになる。核兵
器の全廃を願う人間からすれば戦術核はいいが、
戦略核はダメだといったような区別（分節化）は
ほとんど意味をなさないどころか許し難い議論に
映るであろう。逆に核兵器について安全保障上の
戦略という観点から冷静に議論したいと考える立
場からは、核兵器を絶対悪としてひたすら否定す
ることにのみ徹しようとする人々はある種の思考
停止に陥っているように映るかもしれない。
　ここではひとつだけ例を取り上げておこう。
1971 年、7 月 19 日、朝日新聞の「このふたり」
という欄に大江健三郎と石原慎太郎のふたりが取
り上げられた。ともに人気作家であったふたりに
記者はそれぞれお互いをどう思っているか聞き出
しながら、ふたりが核問題をめぐって正反対の思
想の持ち主であることを示そうとした。
　まず大江健三郎については「8月15日忘れるな」
図 2　原潜反対デモ総動員数（停泊期間中に動員された人数）
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という見出しをつけ、核兵器をめぐって石原慎太
郎が根本的に間違った考え方をしている、核兵器
の「威力」と「悲惨」という二つの側面のうち威
力のほうにばかり想像力が向いて、悲惨について
全く考えが及んでいないという指摘を紹介してい
る。
　石原慎太郎については、「核を持たねばダメ」
という見出しをつけ、核兵器にも色々な種類があ
り、なかでも今日では「外交核」を持つことが国
際社会の中で発言権を高めていく上で非常に重要
であるという考え方を引き出している。
　興味深いのは、これに対して後日石原慎太郎が
著書の中で苦々しく「核武装論者」であると決
めつけられたと語っていることだ（石原 1999：
68）。しかしこの石原の憤りは、大江健三郎に共
感しながら記事を読んだ読者からみればおそらく
分かりにくいものであったろう。あるいは平均的
な日本人の感覚からみて大変分かりにくいもので
あったはずだ。
　というのも例えば記事の中では「だから、一発
だけ持ってたっていい。日本人が何するかわから
んという不安感があれば、世界は日本のいい分を
きくと思いますよ」という発言も紹介されており、
普通に読めば核保有の必要性を述べているように
みえるからだ。
　しかしこれは石原からすれば、いくつも細かく
枝分かれしていく選択肢のひとつについて語った
だけであり、自分自身核武装に固執しているつ
もりなど毛頭ないのにという感覚であったのだろ
う 7）。反核の立場からすれば、「外交核」であろ
うが、何であろうが、核保有を正当な選択肢のひ
3 3 3 3 3 3 3 3
とつ
3 3
に設定する考え方が許し難いものであり、そ
れは実質的に核武装論者と同一のものにみえるわ
けだが、この同一視が石原には承服しかねるもの
であったということだ。
4．友と敵の境界線
　原子力政策の正当性を左右したのは、軍事利用
か平和利用かという軸だけではなかった。共産主
義との距離も無視できない重要な基準であった。
もっともこの基準をどれほど重視するかは立場に
よって随分と大きな違いがみられたようではあ
る。政界、財界、言論界の積極論者たちの多くは、
同時に非常にはっきりとした反共主義者であるこ
とが多かった。シュミット流にいえば彼らにとっ
て共産主義者は「敵」であった。軍事利用をめぐっ
てであれ、平和利用をめぐってであれ、敵が登場
すれば戦わなければならない。
　中曽根康弘は、政治主導で原子力開発を始めね
ばならないと決断した直接的な理由として、当時
の日本学術会議が共産党系の民主主義科学者協会
に「牛耳られ」ており、「あんな民科の連中なん
かに引きずり回されるような学界では」到底原子
力の開発が上手くいくはずがないと危機感を抱
いたためであると証言している（中曽根 1996：
167）。中曽根もまた筋金入りの反共主義者であっ
た。彼にいわせれば左翼思想の持ち主というのは、
本を読んで動かされている軽率な人間で、人間の
行動原則というのは本来もっと身近な自然や生活
の中から育まれるべきものであると折りに触れて
語っている。本から影響を受けて大騒ぎする思想
屋たちへの根本的な不信感が彼の反共主義の根に
ある。
　読売グループの原子力平和利用キャンペーンを
指揮した柴田秀利もまた筋金入りの反共主義者で
あった。彼の遺品の資料やメモの中には、原子力
研究に携わる科学者の思想傾向を調査した記録が
残されていたし（NHK 総合 1994）、第五福竜丸
事件後に起きた国民規模の原水禁運動において共
産主義者が主導権を握ることを異様なまでに警戒
していた。またある時期から彼は、太平洋戦争が
コミンテルンの仕掛けた陰謀によって日米が開戦
へと仕向けられたという陰謀史観を支持するよう
になり、米国の諜報員や取引相手と初めて接触す
るときには必ずこの話を紹介し、日米は二度と共
産主義の陰謀にはまって争うようなことをして
はいけないと語ってパートナーとしての結束を
強めるよう働き掛けるようになっていった（柴田 
1985）。
　柴田の『戦後マスコミ回遊記』を読んで一読後
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もっとも異様な読後感として残るのは、柔軟な発
想力に満ちた洒脱な自由主義者の顔とこうしたや
や病的とも思える反共主義者の顔が同居している
ことである。その個人史的背景として位置付けら
れているのが、読売争議にまつわる経験である。
柴田は読売争議の際、GHQ の側について争議鎮
圧のために大きな役回りを果たした。そのため争
議妥結直後、恨みを買ったかつての職場の先輩記
者らに通勤電車の中で凄まじい暴行を受けること
になった。その時の様子を柴田は次のように描写
している。
　彼らは満員の車内の客に向かって演説をぶ
ち、私が社長に媚を売って金を貰い、大量の
同志社員の首を切った張本人だと、大声で叫
んだ上、殴る、蹴るの暴力の限りを尽くした。
腰掛けている私の顔面めがけて、靴で蹴り上
げられるのには、さすがに参った。顔面を上
から殴り下ろすのにはまだ辛抱できたが、下
顎へ来る靴蹴りには、何度も失心しかけた。
　・・・満員の客もただ黙ってこの惨劇を見
物しているだけで、だれ一人、血だらけの私
に手を貸そうとする者は出て来なかった。の
みならず鉄拳をふるっている最中に名刺を出
して、その首魁に敬意を表し、降りていく時、
「裏切り者は処断されるべきだ。反動は処断
されろっ」と叫んで行った者までいた。古び
た雨合羽に水筒を肩からかけた、引揚者風の
男だった。当時の社会風潮とは、こんなもの
だった（柴田 1989：28-9）。
　この事件の後から柴田の歯と歯茎はおかしくな
り始め、40 歳を過ぎた頃には既に総入歯となり、
その後長らく苦労することになったという。彼の
異様とも思える反共主義を理解しようとするので
あれば、「如何に悟りぶった気持ちであったとは
いえ、公衆の面前で、殴られ蹴り上げられ、見世
モノにされた屈辱感が、どこかに激しく灼きつい
ている」（同 30）「今でも好きなステーキを噛み
切れないたびに、この時の情景が浮かび上がって
くる」（同 32）という言葉を軽視するわけにはい
かない。
　そして読売争議がその後の読売の反共主義的な
言論展開にどのような歴史的影響を持ったのかと
いうジャーナリズム史における重要な研究課題
は、本研究にとっても避けて通ることのできない
課題として位置づけられる必要がある。
第 4節　今後の研究課題
　以上本稿においては戦後日本の原子力政策にお
ける正当性の境界について、「境界線を支える思
想」「境界線をめぐる攻防」というポイントに焦
点を合わせながら議論を進めてきた。最後に今後
の研究課題について 2 点のみ指摘しておきたい。
　一点目として、既存研究で詳しく論じられてき
た原子力平和利用キャンペーンについては今回一
切論及しなかったが、正当性の境界という問題
にとっても重要な論点であることには変わりはな
い。境界線をめぐる攻防にとって日本中の新聞社
が実施した盛大なメディア・イベントは間違いな
く大きな意味を持ったはずであり、この点につい
て詳しく論じる必要性がある 8）。
　二点目、日本の反共主義的言論が原子力をめぐ
る論争においてもっとも精彩を放ったと思われる
ソ連核実験の事例について全く触れることができ
なかった。この点についても詳しく議論する必要
がある。米国の核実験を強く非難する進歩的な識
者たちがソ連の核実験にはなぜか口ごもってしま
う事態に対し、読売社説では繰り返し批判が行わ
れている。反核平和を唱えるのであれば、「いか
なる国の核実験にも反対」するべきであったが、
第五福竜丸事件以後、一度は国民的規模の運動に
まで成長した日本の原水禁運動はこの点をめぐっ
て分裂してしまった。
　運動の中で主導権を握った共産党勢力が、核実
験がもたらす環境破壊よりも米帝国主義の犯罪性
こそが第一義的な問題であると主張し、「いかな
る国の核実験にも反対」する主張は、この点を曖
昧にしてしまうと訴えたのである（和田 2014：
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59-78）。大事なことは「平和勢力」と「戦争勢力」
を区別することであり、平和勢力であるソ連の核
実験と戦争勢力である米国の核実験は同じもので
はない、前者は正当なもので、後者は不当なもの
であると主張したのである（同 76）。
　このような党派的な主張が原水禁運動で大手を
ふってまかり通っていた事実がある以上、反共主
義的な立場からの言論が積極的な役割を果たした
ことを認めないわけにはいかない。正力と中曽根
の罪を告発することだけに収斂してしまう「原子
力平和利用とメディア」研究はいかにも脆弱なも
のであり、彼らが血肉化していた大衆論、国家論
の頑強さを知ることがなければリアリティを欠い
た研究にならざるを得ない。
　不幸であったのは、平和運動におけるイデオロ
ギー対立が原子力民事利用の次元にまで持ち込ま
れたことである。実際には革新陣営が当初ほとん
ど関心を払っていなかったはずの原発反対運動の
現場で生活を守るために戦っていた漁民たちの行
動は「無知」であるがゆえに、「左翼」の煽動に
そそのかされて、原爆と原発の区別すら分からず
に放射能というだけで大騒ぎする核アレルギーと
決め付けられることになってしまった。初期立地
紛争における反対派攻撃の論理的資源がどのよう
なところから動員されていたかという検証は特に
詳しく行われる必要があるだろう。
注
1） ただし軍事用の潜水艦に原子力を用いることに
ついて、つまり原子力潜水艦をつくるか否かとい
うことについては、当時新聞紙上で賑やかに議論
が行われた形跡はなく、社会党左派が深く関わっ
た超党派の基本法制定作業の場で本当にこのよ
うな案件がおおっぴらに議論されたのかどうか
も定かではない。ただ憲法を改正して自衛軍を創
設することを強く心に誓っていた「青年将校」中
曽根康弘が、このような秘めたる野心をもって原
子力「平和利用」政策の開発体制を構築していっ
た事実を踏まえておく必要がある。
2） 正当性（正統性）概念の学説史をもっとも丁寧
に検証した近年の重要な研究として湯本（2004）
がある。また、正当性の問題をジャーナリズム
論において取り上げた近年の研究としては伊藤
（2010）が興味深い。
3） この点については開沼博の『フクシマ論』から重
要な示唆を得た。開沼がポストコロニアルの思想
を背景にしながら「ラディカル・オーラルヒスト
リー」に注目し、原発を抱きしめて生きる人々の
リアリティを細かく読み解いていくことで生ま
れた研究成果は、「虚偽意識論」的な扱いとの断
絶という点において注目すべき意義がある。外部
から注入された「原発マネー」で立地地域住民に
「虚偽意識」が植え付けられているかのように扱
う従来の一般的な（社会学的な）考え方と異なり、
開沼は「原発マネー」を要求する側のリアリティ
を内在的に描き出すことにこだわった。
　 　開沼の研究がなぜ新鮮であったかを考えるこ
とには意味がある。言うまでも無く内在的な描写
という点に新しさがあったとは思えない。という
のも現代の社会学者は外側からラベルを貼り付
けることの暴力性をよく知っているはずである
し、常に他者理解のためには他者のリアリティを
内在的に描くことが大切であることを本当はよ
く知っているはずであるからだ。開沼の議論が示
唆しているのは、内在的な「他者理解」に値する
ものとして社会学者が注目する「他者」に選り好
みが生じ易いという問題である。
4） 三村は次のように語ったという。「･･･ 私が原爆
でやられて病床に二カ月おりましたときに考え
たことは、どうしてアメリカにこのかたきを討っ
てやろうかということでありました。･･･ ところ
が、ソ米のテンションが非常に強くなって来る。
そして原爆の問題になってきた ･･･ 考えをちょっ
とかえた。それは何か。原爆の惨害を世界中に拡
げる。しかも誇張するのでなしに、実情そのま
まを伝える。これが日本の持つ有力な武器である
･･･ そういう機会の到来することを一生懸命まっ
ておった ･･･ ところが一昨年でありましたか、八
月六日に広島の平和運動が盛んになりまして、平
和の何かをやろう、こういうことで私どもに呼び
かけてきた人があります ･･･ 幸い学術会議にこれ
が出たので、私はその第一の皮切りをやっている
･･･。」（日本共産党（左派）中央委員会機関紙『人
民の星』5575 号 http://ww5.tiki.ne.jp/~people-
hs/index.htm より）
5） 日本産業会議が作成した『日本の原子力―15 年
のあゆみ　上』には、ダレス国務長官が「日本人
は原子力アレルギーにかかっている」と発言した
エピソードが紹介されている（19 頁）。ただしこ
の発言がいつどこで行われたものかについての
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記述はない。米国の政府高官が反核運動に参加す
る人々を精神病理学的なターミノロジーで表現
することについては、Hilgartner ら（1982）の
著書に詳しい経緯の説明がみられる（特に「過度
の不安（undue anxieties）」について書かれた
8 章の内容を参照のこと）。
　 　またメディア史の領域においては井川（2013）
が USIA の世論分析を踏まえた米国側の報告書
に「核ヒステリー」という表現が登場している
点に注目し、考察を加えている（井川 2013：
101）。
　 　国民規模で盛り上った原水禁運動に示された
当時の日本人の自意識としては、これは紛れも無
く「平和意識」の発露であったはずだ。当事者に
とっては「平和意識」や「命の大切さを尊ぶ」積
極的な価値意識の発露であるものが、他の立場か
らみれば病理に映るという根深いディスコミュ
ニケーションの問題が常に内包されている点に
核アレルギーという政治言語の重要な問題があ
る。
6） 昭和 43 年 1 月 31 日参議院会議録第 3 号国務大
臣の演説に関する件（第 2 日）27 頁より。
7） 石原の実際の政策的立場を知る上で参考になる
のが、朝日批判を行った同じ文章の中で書かれて
いる次のくだりである。これは 1968 年の参院選
に出馬した際の演説内容を紹介したものである。
端的にいえば「潜在的核保有能力」を高めるべき
という考え方がここでは示されている。
　 　「日本のエネルギーに関する活路は原子力開発
にあって、この問題に関する無知に起因している
アレルギーをまず払拭する必要がある。平和利用
のための原子力開発がプルトニウムの蓄積等で
原爆開発の可能性に繋がるにしても、それが高じ
ていって何かのきっかけで日本が核兵器を持つ
か持たぬかという選択はあくまで別のカードで
あり、それはその時点で国民的討議に晒したらい
い。
　 　大事なことは、このカードをめくったら日本は
いつでも核の保有国になれるのだぞという、核に
関しての技術的ポテンシャルを高めていくこと
は国際戦略の上からも利口な手だてではないか。
　 　特に日本にはない高価なプルトニウムを完全
燃焼出来る、機械として高効率の高速増殖炉は日
本が世界に先んじて開発すべきなのだ。それがも
しもいち早く日本で完成されたならば、日本のア
メリカを含めての対外関係も著しく変わってく
るし、それはすなわち日本の真の自立性に繋がる
はずだ」（石原 1999：66-7）
8） 原子力平和利用博覧会の展示内容を改めて検討
すると、論争的な問題についてはあまり言及がな
かったことが分かる。本稿で取り上げた「反対論」
や「慎重論」は、平和利用そのものの価値を否定
してはおらず、いま急いで原子力開発を始めるべ
きか否かをめぐって論争が行われたという点を
思い起こす必要がある。つまり原子力平和利用へ
の夢と期待という誰も反対する余地のない次元
で盛大にイベントを打ち上げながらも、そのお祭
りムードを、「積極論」の立場に沿った原子力開
発体制の急速な整備に上手く動員していったこ
とが読み取れるのである。この点実に巧妙であっ
た。
　 　とりわけ「慎重論」の立場に立った湯川秀樹の
ような科学者の功績が展覧会の中で大いに讃え
られていたことや、武谷三男のような慎重論の科
学者たちが主張した「三原則」が原子力基本法
の中にしっかりと取り込まれていたことは意味
深長である。つまり国家的事業としての原子力開
発にシンボリックな次元では「反対論」「慎重論」
の科学者たちの業績や主張が巧みに動員されて
いながら、開発政策の内実をみれば科学者たちの
批判的な主張は軒並み蚊帳の外に置かれていた
のである。こうした国策を遂行する上での政治的
象徴操作がいかに行われたかという点について
は詳しく論じておく必要があるだろう。
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